
ブランド指標の信頼性と信頼区間  

豊田 秀樹  

近年，共分散構造モデルを用いたランキング・プロジェタトが行われるようになってきた．ブランド評佃もその一一つ  

の分野である．このときタライエントの立場から気になることは，指標の信頼性である．例えばブランドAとブラン  

ドBの指標の差は意味のある差とし、えるか，あるいは昨年から指標が上昇したが，単なる偶然変動以＿卜の変化といえ  

るか，などである．本論文では，ブランド・ジャパンのブランド指標に関して，信頼性係数を推定する方法を提案し，  

その値を用いてブランド指標の信頼区間を考察する．  
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ら1年に1回，企業，商品，サービスそれぞれのブラ  

ンドカを多角的に検討した分析結果を発表し，第3回  

の「ブランド・ジャパン2003」まで公表されている．  

本論文で分析対象として選んだ第3回調査の方法・期  

間等に関しては稿末の付録を参照されたい．   

ブランド・ジャパンでは，消費者に対して消費行動  

上のブランド価値を示すBtoC指標と，ビジネスパー  

ソンに対してビジネス上のブランド価値を示すBtoB  

指標が計算され，多角的に考察されてはいるが，これ  

までは示されるのが点推定値のみであった．このため，  

例えば  

・ブランドAとブランドBの指標の差は1．3であ  

るが，これは意味のある差といえるか？  

・昨年から指標が1．7上昇したが，単なる偶然変動  

以上の変化といえるか？  

・うちのブランドはBtoBのほうがBtoCより，  

2．6ポイント高いけれども，ビジネス向けの評価  

のほうが高いといってよいか？  

などの疑問には答え難かった．本論文では，上述のよ  

うな結果の安定性に関する考察を可能にするために，  

指標の標準誤差［3］を推定し，それを利用して信頼性  

係数［4］を計算したり，信頼区間を構成したりして，  

指標の差の検定方法を提案する．  

2．構造方程式モデル  

プランド・ジャパンでは，BtoC指標とBtoB指標  

が別々のデータ，別々の共分散構造モデル［5］で計算  

される．ここではそれらのモデルの概要を解説する．   

2．1BtoCのパスモデル   

BtoCは図1で示されたような，1次因子4つ 仏  

からム），2次因子1つ（g）の2次因子分析モデルで  

（29）丁41   

1．問題・目的  

ブランド（brand）とは製品（ここで製品とはサー  

ビスなどの無形の提供物を含む）を，同一カテゴリに  

属する他の製品から区別するための識別指標である．  

日常用語としては，知名度の高い商標とか，それがつ  

いた商品として使用されている．法律用語としての商  

標（trademark）とは，名前・デザイン・シンボルな  

ど，複雑な印象で他の製品から識別される点で心理的  

に語感が異なっているといえよう．   

近年，ブランドは資産であるというブランド・エク  

イティ（brandequity）の概念が注目されている．ブ  

ランド・エクイティとは，顧客に対して提供される製  

品やサービスが価値を増加させたり減少させたりする  

という意味でのブランドの資産価値のことである［1］．  

このためブランド作りに携わる人々にとって，自社の  

ブランドが，顧客から，また一般社会から，どのよう  

に評価されているか，それは昨年より強化されたのか  

衰退したのか，またそれが今後はどのように推移して  

行くのか，といった問題は高い関心事となっている  

［2］．   

ブランド・ジャパン（主宰：日経BPコンサルティ  

ング，企画委員会委員長：東京大学片平秀景教按，特  

別顧問：カリフォルニア大学バークレー校デービッ  

ド・A・アーカー名誉教授）は，そのような関心に応  

えるためのブランド評価プロジェクトであり，国内で  

使用されているブランドを消費者とビジネスパーソン  

が評価している．ブランド・ジャパンは，2001年か  

とよだ ひでき  

早稲田大学文学部  
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図1BtoCモデルのパス図  

表1BtoC編のパスに用いられた観測変数  

図2 BtoBモデルのパス図   

2．2 BtoBのパスモデル   

BtoBは図2で示されたような，1次因子5つ 仏  

からム），2次因子1つ（g）の2次因子分析モデルで  

表現されている．BtoCモデルとの1番の相違点は2  

次因子自身が観測変数から直接測定されている点であ  

る．gがBtoBの総合指標であり，1次因子は，以下  

のような総合指標だけではとらえきれないブランドの  

諸側面を表現している．   

ム：親和力   

ム：信用力   

ム：活力   

ム：先見力  

オペレーションズ・リサーチ   

表現されている．gがBtoCの総合指標であり，1次  

因子は，以下のような総合指標だけではとらえきれな  

いブランドの諸側面を表現している．   

ム：フレンドリ   

ム：イノベーティブ   

ム：アウトスタンデイング   

ム：コンビニエント  

それぞれの因子は，複数の観測変数によって測定され  

ており，その関係は表1で示されている．  
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表2 BtoB編のパスに用いられた観測変数   する方法である．ブランド指標は標本確率の1次変換  

であるから，指標の標準誤差や信頼区間は比較的単純  

に求めることができる．もちろんブランド・ジャパン  

のデータは，必ずしもその全てが無作為抽出によるも  

のでないので，この方法は近似である．   

しかし確率の標準誤差を基礎にする方法は，構成概  

念の信頼性を考慮していないという欠点がある．例え  

ばBtoBにおける「フレンドリ」という指標は，∬1  

から∬4までの観測指標で代替的に測定されているの  

であり，構成概念そのものではない．そこで本研究で  

はテスト理論［6］の考え方を踏襲した信頼性係数の推  

定方法を提案し，それをもとに指標の信頼区間を構成  

する．  

4．下位指標の信頼性の導出  

ブランド・ジャパンの指標は，①平均0，標準偏差  

1に基準化，②重み付けにより合成，③平均50，標準  

偏差10の偏差値の計算の合計3回の1次変換がなさ  

れている．ここで信頼性の変化に影響するのは（診によ  

る変換である．   

①の変換による∬どを基準化した変数をzどと表記し，  

それに対する重みを以左とすると，合成変数は  
乃  

y＝∑軌Zf  （1）  

と表現される．構成概念は複数あるが，ここではその  

1つに注目しているので，例えばBtoCのムならば，  

gは1から動き，乃＝4である．BtoCのムならば，才  

は5から動き，乃＝7であるというように，適宜，読  

み替えられたい．全ての観測変数は1因子モデルで記  

述されているので  

J王  

y＝∑軌（ス㌦＋ei）  
～  

（2）  

と書き換えられる．ここでも因子の添え字は省略して  

いる．   

通常の共分散構造モデルに従い，またz∫が標準化  

されていることを考慮すると   

E［′］＝0，β［e∫］＝0，E［カ∫］＝0，  

Ⅴ［／】＝1，Ⅴ［e∫］＝1一人ヲ  

が，自然に仮定されるので，②重み付けにより合成さ  

れた指標の分散は   

鞠］＝（孝軌ん）2十幸（抑－ポ））  （3）  

と表現される．   

この式の第1項は構成概念の分散であり，第2項は  

誤差項の分散であるから，信頼性係数は  

（31）丁43   

ム：人材力   

それぞれの因子は，複数の観測変数によって測定さ  

れており，その関係は表2で示されている．  

3．ブランド指標の信頼性  

信頼性や信頼区間の評価には，いくつかのアプロー  

チがある，まず考えられることは，指標を計算してい  

る標本確率（♪）の標準誤差（♪（1－♪）／標本数）を利用  
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表4 総合力ランキング指数の信頼性  表3 ブランドカの信頼性  

BtoC  

フレンドリ   0．920   

コンビニエント   0．924   

アウトスタンデイング  0．887   

イノベーティブ   0．901   

BtoC O．854   

BtoB O．903  

であるから  

〝王 研   

J＝∑紺助＝∑紺ノむ（ノ石（乃g＋乙）＋eヂ）       J＝1     J＝1  
（8）  

BtoB  

先見力   0．867   

人材力   0．839   

信用力   0．910・   

親和力   0．925   

活力   0．864   

である．ここでBtoCの場合には，構成概念が4つで  

あるからノは1から4まで動く．BtoBの場合には，  

構成概念が5つに，観測変数が∬1から∬5までだから，  

ノは1から10まで動く．観測変数∬1から∬5は，下  

位の構成概念の影響は受けずに，gの影響のみ受ける  

から，PJ＝1として計算する．  

以上のことから総合指標の分散は   

と表現される．   

咽＝（鼻肋Sf応れ）2＋孝（紺ぎ朝一pJガ））（9）  

この式の第1項は構成概念の分散であり，第2項は  

誤差項の分散であるから，信頼性係数は  

（鼻∫竹）2   
βf＝ （10，  

と定義される．   

BtoCとBtoBの総合指標に関して信頼性係数を計  

算したものを表4に示した．ここで興味深いことは  

BtoCの総合指標の信頼性は，下位のどの構成概念の  

指標より信頼性が低いということである．BtoBの総  

合指標の信頼性も下位の構成概念の指標と比べて高い  

ものではない．   

通常，学力検査では，和得点を計算すると信頼性係  

数は高くなる傾向がある．それは学力検査は，下位検  

査間の内部相関が高いことが多いためである．ブラン  

ドランキングも下位指標間の内部相関が高ければ総合  

指標の信頼性は高くなる．しかし，逆説的ではあるが，  

下位指標間の内部相関が高いことは明らかに望ましく  

ない．   

何故ならば，計算して発表するだけの魅力が下位の  

個別ランキングになくなってしまうからである．した  

がってブランド指標の信頼区間は，通常のテスト理論  

の信頼性をそのまま踏襲するのではなく，信頼性の概  

念そのものを発展させる必要があるのかもしれない．  

1つの方向として，個別の指標の個性を生じさせてい  

る乙は誤差と扱わないように信頼性を定義すること  

が考えられる．次なる研究の課題としたい．  

オペレーションズ・リサーチ   

■・き二  

ご′＝  

（4）  

のように定義される．   

BtoCとBtoBの1次国子に関して信頼性係数を計  

算したものを表3に示した．もっとも信頼性が高いの  

はBtoBの「親和力」であり，もっとも信頼性が低か  

ったのは，同じくBtoBの「人材力」であった．  

5．総合指標の信頼性の導出  

ここでは，これまでの議論を発展させて，総合指標  

の信頼性を推定する方法を論じる．まず総合指標は複  

数の指標の重み付和であるから，これまで添え字をつ  

けなかった〝に添え字ノをつけて   

yJ＝む（偏＋eヂ）  （5）  

のように一般的に表記する．ここで通常の共分散構造  

モデルに従い，またムが標準化されていることを考  

慮すると   

E［／］＝0，E［eヂ］＝0，E［鬼才］＝0，  

Ⅴ［ム］＝1，Ⅴ［eヂ］＝1－PJ  

が仮定できる．モデルは2次因子分析モデルだから，  

各因子は  

£＝告g＋乙  （6）  

と表現される．先と同様に   

E［g】＝0，Eほ］＝0，E［花］＝0，  

Ⅴ［g］＝1，Vほ】＝1－ガ  

が自然に仮定できる．以上のことから，前節で構成さ  

れた1次のブランド指標は   

yノ＝SJ（ノ石（ゎg＋乙）＋eヂ）  （7）  

と書き改めることができる．総合指標はその重み付和  
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表6 BtoB総合力ランキング指数と95％信頼限界  表5Ⅰ∋toC総合力ランキング指数と95％信輔限界  

順位 ブランド名  指数 上側  下側  順位 ブランド名  指数 上側 下側  

118．0 117．2 105．6   

111．2 111．0  99．5   

110．5 110．4  98．8   

81．8  84．5  72．9   

81．6  84．4  72．8   

79．5  82．4  70．9   

79．0  82．0  70．4   

77．5  80．6  69．0   

74．5  77．9  66．4   

73．7  77．2  65．6   

72．2  75．9  64．3   

72．2  75．8  64．2   

71．3  75．0  63．4   

71．1  74．9  63．3   

70．2  74．1  62．5   

70．2  74．1  62．5   

69．9  73．8  62．2   

69．8  73．6  62．1   

69．2  73．2  61．6   

68．7  72．7  61．1   

68．6  72．6  61．0   

6乳4  72、4  60．8   

6臥1  72．1  60．5   

67．8  71．9  60．3   

67．5  71．6  60．0   

67．4  71．5  59．9   

67．0  71．2  59．6   

66．8  71．0  59．4   

66．4  70．6  59．0   

66．4  70．6  59．0   

65．7  70．0  58．4   

65．1  69．4  57．9   

64．8  69．2  57．6   

64．8  69．1  57．5   

64．4  68．8  57．3   

64．4  68．8  57．2   

64．3  6臥7  57．1   

64．3  68．7  57．1   

64．1  68．5  57．0   

63．4  67．9  56．4   

63．4  67．9  56．3   

63．2  67．7  56．1   

63．2  67．7  56，1   

62．7  67．2  55．6   

62．3  66．9  55．3  

1 ソニー  

2 ホンダ  

3 トヨタ自動車  

4 日産自動車   

5 アイビーエム  

6 松下電器産業  

7 マイクロソフト  

8 キヤノン  

9 島津製作所  

10 ヤマト運輸  

11 アサヒビール  

12 マクドナルド  

13 インテル  

14 アップルコンピュータ  

15 シャープ  

16 京セラ  

17 リクルート  

18 セブンーイレブン  

19 任天堂  

20 ヤフー  

21 日本経済新聞社  

22 SCE1  

23 松下電工  

24 日◆清食品  

25 日本電気  

26 ブリヂストン  

27 ヤマハ  

28 SME2  

29 日立製作所  

30 富士写真フイルム  

31 セイコーエプソン  

32 電通  

33 キリンビール  

34 イトーヨーカドー  

35 キヤノン販完  

36 NTTドコモ  

37 東急ハンズ  

38 ピー・エム・ダブリュー  

39 サントリー  

40 フジテレビ  

41 コカコーラ  

42 日本電信電話  

43 花王  

44 カシオ計算機  

45 デルコンピュータ  

95．7  96．0  82．1   

95．3  95．6  81．7   

85．8  87．5  73．6   

83．4  85．4  71．6   

83．3  85．3  71．5   

80．9  83．3  69．5   

78．9  81．6  67．8   

78．6  81．3  67．5   

78．2  81．0  67．2   

77．4  80．3  66．5   

77．2  80．1 66．3   

77．1 80．1 66．2   

76．8  79．8  66．0   

76．6  79．6  65．8   

75．7  78．9  65．0   

74．7  78．0  64．2   

74．5  77．8  64．0   

74．4  77．8  64．0   

74．0  77．4  63．6   

73．7  77．2  63．4   

73．2  76．7  62．9   

73．1 76．6  62．8   

72．7  76．3  62．4   

72．5  76．1 62．3   

72．2  75．9  62．1   

72．1 75．8  62．0   

71．8  75．5  61．7   

71．6  75．4  61．5   

71．5  75．3  61．5   

71．5  75．3  61．4   

71．5  75．3  61．4   

71．4  75．2  61．3   

71．1 74．9  61．1   

70．9  74．8  61．0   

70．6  74．5  60．7   

70．5  74．4  60．6   

70．4  74．4  60．5   

70．4  74．3  60．5   

70．1 74．1 60．3   

69．8  73．8  60．0   

69．7  73．8  59．9   

69．7  73．7  59．9   

69．7  73．7  59．9   

69．6  73．7  59．9   

69．6  73．6  59．8  

1 ソニー  

2 ディズニー   

3  フジテレビ  

4 スタジオジブリ  

5 トヨタ自動車  

6 東急ハンズ   

7 ホンダ   

8 キリンビール  

9 マクドナルド  

10 無印良品  

11 ナショナル  

12 パナソニック  

13 ユニクロ  

14 アサヒビール  

15 キユーピー  

16 カゴメ  

17 グリコ乳業  

18 ザ・ダイソー  

19 コカ・コーラ  

20 カルビー  

21 松下電器産業  

22 ナイキ  

23 カルピス  

24 サントリー  

25 ポカリスエット  

26 宅急便  

27 日清食品  

28 モスバーガー  

29 ヤマト運輸  

30 セブンーイレブン  

31 ハウス食品  

32 カップヌードル  

33 花王  

34 TBS   

35  ローソン  

36 ネスカフェ  

37 アサヒスーパードライ  

38 NHK  

39 NTTドコモ  

40 ヤフー  

41 森永製菓  

42 セイコー  

43 マイクロソフト  

44 ハーゲンダッツ  

45 バイオ  

注1 ソニー・コンピュータエンタテインメント  

注2 ソニー・ミュージックエンタテインメント  
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3 ブランド・ノミネート方法  

3．1コンシューマ市場（BtoC）編  

1，000ブランド（企業名，商品・サービス名）  

1．ブランド・ジャパン2002のコンシューマ市場   

（BtoC）編の結果から上位100位をノミネート   

2．ブランド想起調査2002の「商品・サービスブラ  

ンド」の結果から上位をノミネート（約700ブ  

ランド）   

3．1，2から得たリスト中に，競合など他ブランド  

と比較すべきブランドがある場合，その比較対  

照ブランドをノミネート（約200ブランド）   

3．2 ビジネス市場（BtoB）編   

500ブランド（企業名）  

1．上記ブランド・ジャパン2003のコンシューマ市  

場（BtoC）編ノミネートブランドのうち，企業  

ブランド上位100位までをノミネート   

2．ブランド想起調査2002の「企業ブランド」の結  

果から上位100位までをノミネート   

3．株式上場公開企業とその他の有力企業から，各  

業種の売上高上位企業をノミネ⊥ト（約100ブ  

ランド）   

4．1，2から得たリスト中に，競合など他ブランド  

と比較すべきブランドがある場合，その比較対  

照ブランドをノミネート（約200ブランド）  
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6．指標の信頼区間と差の検定  

両側有意水準に対応する標準正規得点をβとする  

と上側信頼限界は  

py＋50×（1－p）＋10×βノ腑）  （11）  

であり，下側信頼限界は   

βy＋50×（1－β）－10×βノ拙）  （12）  

で計算される［7］．これをもとにBtoCとBtoBに関  

して，総合力ランキング指数と95％信頼限界を示し  

たものが，それぞれ表5と表6である．信頼区間が全  

体的に広いので，信頼性の概念の改良の必要性が示唆  

されている．   

信頼性係数がβであるブランド偏差値〝と，信頼  

性係数が〆である偏差値〟＊の差の検定は  

〆y＊＋50×（〆  
（l劫  ＞β   

10×ノ腑＊）  
が近似的に正規分布に従うことを利用する．  

付録 調査方法・調査期間［8］   

1コンシューマー（BtoC）市場編  

・郵送法   

調査期間：2002年11月15日－12月16日   

対象者：全国の住民基本台帳からサンプリング，  

100地点×50世帯＝5，000世帯，調査票は  

1世帯に2通ずつ送付，18歳以上の男女に  

回答依頼   

回収数：2，390人  

・インターネット調査   

調査期間：2002年11月15日～12月16日   

対象者：18歳以上の男女（インターネットユーザ  

の誰でもが回答可能）   

回収数：21，248人   

2 ビジネス（BtoB）市場編  

・インターネット調査   

調査期間：2002年11月15日～12月16日   

対象者：18歳以上の有識者   

回収数：14，940人  

オペレーションズ・リサーチ   
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